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? 正義論
1 正義論の沿革
（1）教育裁判における教育的正義の実現
政策形成型教育裁判は、起訴されたことに対して無罪を主張するとか、行政処分の取消しを求め
るとか、処分等によって被った損害の賠償を請求とかするなど、当該事件の具体的解決・処理をめ
ざすことを当面の目標に掲げながら、より基本的には、そうした事件を引き起こす背景となった教
育政策や教育行政の「非」を問い、訴訟当事者の背後に控える集団や世論を意識しつつ、法廷をい
わば一種のパブリック・フォーラムとして世論を喚起し集約して、教育政策・行政を「正そう」と
の意図をもって進められる訴訟過程である。そこで援用される法条は、さしあたっては刑法であっ
たり行政事件訴訟法であったり国家賠償法であったりするが、根底には、教育に関する人々の権利
や自由や平等といった近代西欧で支配的な立憲主義・法の支配・統治原理などの普遍的な法理念（憲
法ないし憲法体系の理念）と並び、政策権力・行政権力が教育事項をどのように判断・決断するこ
とが妥当かという問題が控える。政策形成型教育裁判が、学テや教科書検定や社会教育施設利用の
ように、問題をより一般化する憲法裁判となる場合が多い所以である。そしてここでは、裁判は、
教育に関するイデオロギーや価値観や、教育そのもののあり方をめぐる議論を伴って展開されるこ
ととなるが、裁判所は、当事者間のそうした議論を踏まえ、三権分立制における司法の役割・限界
の枠の中で、政策・行政目的の妥当性を考慮しながら、公準たる法を基準として裁定を下すことに
なるのである。そこでは、原理・理念やイデオロギー・価値観とともに、政治・政策・行政といっ
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た普遍的にして現実的・妥協的・効率的な様々のレベルの問題が複雑に絡み合うのである。
管理是正型教育裁判は、やはり直接的には、当該教育施設の不備や、当該教育活動に携わる教員・
社会教育専門職員の「不適切」な職務遂行から生じた損害の賠償を請求するなど、当該事件の具体
的・現実的な解決・処理を当面の目標としつつ、意識的・無意識的に、当該施設の管理や職務遂行
そのものの向後の是正を求めて進められる訴訟過程、ないしは、訴訟当事者としては必ずしもその
ような意図を明確に持ってはいないが、結果的にそうした管理是正の作用を及ぼすような裁判過程
である。このタイプの教育裁判は、事案が主として教育委員会や教育施設の独自・自主的な管理に
関わるものであるところから、そこで援用されるのは多くの場合、当該自治体の条例や施設利用規
則をはじめ、職員・情報公開等に関する法令さらには教育や当該施設等をめぐる自治的な慣習・慣
例などであるが、訴訟当事者（とりわけ原告側）は、身近な教育環境に関して生じた事案につき、
相対的にではあるが広くその適正な整備・運用・遂行を求め、また結果的にそうしたことに裁判所
も影響力を有する判決を書くこととなるのである。ここでは裁判は、教育・教育政策に関するイデ
オロギーや価値観といった広がりはさほど大きくないにしても、種々の公教育管理のあり方をめぐ
る議論を伴って展開することが多い。
個別解決型教育裁判は、これももちろん、将来生じるかもしれない同様の事案の先例となりえ、
マスコミ等の報道があれば多かれ少なかれ広く波及効を有し、また、実務や学界にとって重要な理
論を提供することとなる判例を生むなど、決して狭い範囲に留まらない影響を持ち、その意味では
教育政策の形成や教育管理の是正にも及ぶのであるけれども、それはなお付随的・偶然的ななりゆ
きであって、当事者（とりわけ原告側）の意図としては第一次的に、あくまでも当該紛争の個別的
な解決・処理に重点が置かれる訴訟過程である。そこで問題となるのは、民法や国家賠償法といっ
た、加害者と被害者の間の負担の有無や割合を調整する規範であり、訴訟の追行も、教育政策・行
政や教育管理などに比べて、社会的に影響力のある「シンポジウム」的な色彩は薄く、法廷におけ
る当事者の具体的な事項をめぐっての対話や相互交渉が大きなウエイトを占めながら訴訟が進行す
る。訴訟当事者のこうした対等なやりとりを踏まえて裁判所は、各当事者にどのような責任をどの
程度負わせるのが妥当であるかを判断するのであり、ここでは、私人間の利害の調整ないしは負担
の配分がもっぱらの焦点となるのである。
教育裁判は、刑事訴訟における厳格な事実認定と法適用にせよ、行政訴訟における政策遂行上の
公益と私益との調整・配分にせよ、民事訴訟における当事者の対話的合意形成や社会良識の援用に
せよ、要するに、政策形成型・管理是正型・個別解決型のいずれにせよ、行き着くところ、教育に
関して、法に準拠しながら各当事者に属する（べき）ところのものを帰属させるための公的な手続・
裁定の過程である。そしてこの帰属は、具体的には刑罰であったり金銭的支払いであったり効力の
無効・取消しであったり一定の作為・不作為であったりするが、教育法秩序におけるこのような各
当事者の権利・義務や便益等の「持分」帰属の裁定は、権力による広い意味での資源配分決定であ
り、別言すれば、「教育法的正義」の公権的実現にほかならない。けだし、「正義」は、さしあたっ
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ては、秩序の中で平和的に各自の持分の配分・帰属を調整・決定・実現することで、それは近代国
家では、公準たる法において枠組みが設定されるわけだからである。この、裁判による正義の実現
（司法的正義の実現）の問題は、種々の角度から教育裁判・社会教育裁判の検討を行ってきた本論
文を総括するものであるが、そのためにも、以下に予備的に、正義とは何かについて、最低限触れ
ておく必要があろう。
（2）プラトンとアリストテレス
正義論は人間の思索の歴史とともに古いが、紀元前 4・5世紀にプラトンが正義を論じたのは、『国
家（ポリテイア）』においてである。しかし、ソクラテスの口を借りてプラトンが説く正義論は、脱
線に脱線を重ね、行きつ戻りつ、結局はその終着点には至らない。正義は、ポレマルコスが言うよ
うな「借りているものを返すこと」でもなければ、トラシュマコスが言うような「強い者の利益」
でもなく??、それでは何かと言うと、しかし、同書第 1巻のしめくくりは、「討論の結果ぼくがいま
得たものはと言えば、何も知っていないということだけだ」??といった具合である。そしてこの調子
はそのあと第 2巻以降も続く。すなわち、正義には一個人のそれと国家全体のそれとがあるが、よ
り大きな正義の方がいっそう学び易いとの理由から国家の正義を論じたくだりでは、しばし音楽・
文芸・知恵・勇気について語った後、国家を建設した時にいかなる場合にも守らなければならない
原則として最初に立てたことが正義にほかならないと、話題を元に戻し、ところが、それは実際に
は「＜正義＞の影ともいうべきものだったのだ」と??。そして、再び三たびの脱線の挙句、ともかく
も、「どうやら、＜正義＞とは」「真に自分に固有の事を整え、自分で自分を支配し、秩序づけ、自己
自身と親しい友となり、・・・・（それらを）調和させ、・・・・結び合わせ、・・・・そのうえで、
もし何かをする必要があれば、はじめて行為に出るということ」??だという一応の定義を与えるので
あるが、さらに対話を続けるうちに、何が＜善＞であるかを知らない内は＜正＞を十分に知ること
ができない??ということになって、正義の問題を善の問題に移行させ、そのすぐ後で、「幸福なる諸
君よ、さしあたっていまのところは、＜善＞とはそれ自体としてそもそも何であるかということは、
わきへのけておくことにしよう」??と、結局はその解明を中断するのである。
アリストテレスは、プラトンの「善のイデア」論を反駁しようとしたらしいが、『ニコマコス倫理
学』の第一章を、いかなる技術・研究、実践・選択もことごとく善（アガトン）を希求していると
書き出し??、善とは幸福にほかならず、そして幸福とは卓越性（アレテー）であり徳であると述べ、
アレテーとは「何らか中庸（メソテース）ともいうべきもの」「『中』（メソン）を目指すもの」にほ
かならない、とする??。正義には「およそ国の公民の間に分たれるところのものの配分におけるそれ」
と、「もろもろの人間において矯正の役目を果たすところのそれ」の二種がある??という、よく知ら
れた彼の正義論は、この「正義＝中庸・中」概念の提示を受けて展開される。それによると、配分
的とは「比例的」のことであり、「『正しい』わけまえは何らかの意味における価値（アクシア）に
相応のものでなくてはならない」???。もっとも、そこでいう「価値」は万人において同じでなく、
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民主制論者にあっては自由人たることを、寡頭制論者にあっては富ないしは生まれの良さを、貴族
制論者にあっては卓越性を意味するという相違がある???。矯正的正義は、もろもろの人間交渉にお
いて正しきを回復するためのもので???、もともと「正」とは「均等」であるものであるところ、矯
正的正とは、一方の意に反して生じた事態における或る意味の利得ならびに損失の「中」であり、
事前と事後の間に均等を保持することにほかならない???。かくてアリストテレスは正義の内容を、
「正しいひとが自己の『選択』に即して正しきを行なうたちのひとだといわれる所以のものであり、
自分と他人の間に配分を行なうに際して、好ましきものはこれを自分には多く、隣人には少なく配
分し、有害なものはこれと逆の仕方で配分するということがなく、比例に即した均等なものを配分
するし、他人同士に対しても、これと同様の仕方で配分するたちのひとだといわれる所以のも
の」???、と概括するのである。
（3）功利主義的正義
すでにプラトンは、快苦が正しく植えつけられることが徳だと言い、快を正や善や美から分離す
べきではない、とも言っていたが???、その死後 2100年ほど経って登場したベンサム（J.Bentham）
は、人類は苦痛と快楽という主権者に支配されているとし、この快苦による支配を基礎に据えつつ、
人々の幸福の増減によって全ての行為を是認し又は否認する、「功利性の原理」（principle of util-
ity）＝「最大幸福又は至福の原理」（the greatest happiness or greatest fericity principle）を唱
え、功利性の原理に適合している行為は正しいとの論を展開した???。
この功利主義を修正しながら受け継ぎ、功利の原理こそ正邪の判定をなしうるのに大いに寄与す
るとしたのは、ミル（J.S.Mill）であった。彼は『功利主義論』の中で、高い才能や熟練の持ち主が
高い報酬を受けるということは正しいかどうかを問題提起する。そして、これに対しては、自分の
責任でないことのために低い地位に置かれるのは正しくなく、正義のためにはむしろ、才能に恵ま
れない人たちのためにこそ、そうした不当な利益の不平等を補償するのが社会の義務である、とい
う意見と、社会はより有能な労働者からより多くを受け取るのだから、社会はより有用な労役に対
してより多くの報酬を支払って然るべきである、という意見とがあることを述べ、「どちらも、自分
の観点からは、反論の余地はない」とし、この優越性を決めるのはただ一つ、「功利を基礎とする正
義」のみであると結論づける???。すなわち、「われわれは、われわれに等しく尽くした人々全部を
〔もっと高い義務が禁じないかぎり〕等しく優遇すべきであり、社会もまた、社会に等しく尽くし
た人々全部を等しく優遇すべき」であって、これこそが「社会的・個別的正義の最高の抽象的標準
である」???、と。
ミルの功利主義において排斥されていた直覚主義を、功利主義と調和させようとしたと言われる
シジウィック（H.Sidgwick）は、功利主義を、「ある与えられた状態のもとで、客観的に正しい行為
は全体としての幸福（すなわち、その行為によって影響される全ての人々の幸福を考慮に入れるこ
と）の最大量をもたらすものであるという倫理学説を意味する」???と定義した上で、正義について
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次のように言う。「正義は一般に、幾分かあいまいではあるが、自ら進んでか嫌々ながらか、我々が
他の人々に対して位置を占めている関係から当然かつ通常生じてくる全ての期待（サービスなどの）
の達成と指示に関わるもので」???、「理想的な正義を、我々はふつう、自由のみでなく他のもろもろ
の利益や負担（not only freedum but all other benefits and burdens）が、平等にではないにしても、
少なくとも排他的ないし独断的に不平等でなく（but merely exclusive or arbitrary inequality）公正
に分配されるべきであるということへの要求として考える」???。
2 正義論における教育
（1）ヒュームとブルンナー
ベンサムやミルやシジウィックらによって展開された功利主義は、それ以前にすでにヒューム
（D.Hume）が、その大体の骨組みを提示しているが???、彼はまた、20歳代後半の作品で、後に自
ら自著の目録から抹殺することになる『人性論』の第 3編第 2部「正義と不正義について」におい
て、集中的に正義を論じている。
ヒュームによれば、人間がその弱さや欠陥を補い、他の生物に優ることができるのはひとえに社
会のおかげであるが、人間にはまた、自分の子どもを甥よりも、甥を従兄弟よりも、従兄弟を赤の
他人よりも、強く愛する情念があって、しかし、こうした自然的情念には、「人間に必須な社会的連
接にとって甚だ都合わるい点」もあり、その最も著しいのは利己心である???。一方、人間は一般に、
数え切れない要求や必要を有しているが、これらを満たすために供与されている手段は甚だ貧弱で
ある???。かくて、「人々の利己心及び局限された寛仁・竝びに人々の要求に対する自然の備えの寡少」
（the selfishness and confi’d generosity of man,along with the sconty provision nature has made for
 
his wants）、ここにこそ「正義の起原が由来する」のである???。人々があらゆる物を、水や空気と同
じように豊富に供給され、あるいはまた、各人が自己に対する同じ情念を他人に対しても有してい
たとしたら、正義も不正義も知られなかったに違いない、とヒュームは言う???。されば正義は、人
間の本性＝人性の自然から生ずるものではなく、他人の所持に対して節欲する黙約＝合意を相互に
表示し合い、各人の行為を規制し合うという「人為から来る」のである???。
以上が、「体系的な懐疑主義者」であり「徹頭徹尾経験に頼ること」を旨としたヒューム???の正義
論の大要であるが、彼はその中でところどころ、「教育」にも触れている。「正義と不正義との感は
自然から来るものでなく、人為的に、但し教育と人間の黙約とから必然的に、起るのである」（arises
 
artifically,tho’necessarily from education,and human conventionns）???、「（個々人の）私的な教育
ないし教訓」（private education and instruction）も「正義に対する敬重の情を増す」???、等の如し。
もっとも、その量と質はさして豊かとは言い難い。ヒュームがその正義論において教育をどのよう
に扱おうとしていたかについては、例えばヒュームは教育の機会不均等を、それが公共的効益に適っ
ていて「共感の原理」を満足するものである限り、正義的なものとならざるをえないと考えていた、
との指摘もあるが???、少なくとも『人性論』においては、未だなお、教育をもっぱら人々に正義観
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念を植えつけるための一手段として言及していたに留まるようである。
キリスト教的自然法の立場に立つと思われるブルンナーもまた、その正義論において教育問題に
触れている。彼は正義を、「非人格的な諸々の関係・制度・秩序等が問題となる場合に、規範として
の役立ちを発揮する」ことと捉え、正義が問題とするのは、「人としての生活から起って来る様々の
物に対する持分」、換言すると、「何人かに帰するもの、その人がそれに対して権利をもつもの、つ
まりその人に所属するものの全体」であり、「正義とは各自に属するものを与えることである」とし
つつ???、次のように言う。「立派に自分の責務をつくした生徒は、いい評点を得る“権利”をもつ。
だから此の生徒が、他の成績のよくない子供よりも悪い点をとったとすれば、それは“正しくない”。
けだし此の生徒には、いい評点が“所属している”筈だからである」???。成績の良い生徒に良い評
点を与えることは正義に適う、というわけであるが、しかし、ブルンナーのこの言及も、正義を論
ずる過程での具体的挿話の 1つであるにすぎない。
（2）「公正としての正義」
ヒュームやブルンナーの正義論における教育の扱いがどちらかというと断片的であったのに比
べ、ジョン・ロールズ（J.Rawls）の 1971年の正義論におけるそれは、20世紀の偉大な正義論にふ
さわしく、より体系的で明確、そして魅力的である。
ロールズは社会を、人々が互いに有利になるための協働事業体と捉える???。然るに、社会的協働
にあっては、便益がどのように分配されるかについて人々は無関心でいられないから、利害の対立
が生じるという特徴をも有する???。ここに、社会の基本的諸制度における権利と義務の割り当て方
法を提供し、便益と負担の適切な配分を定める必要から、社会的正義の原理が要請されることとな
る。ロールズによれば、この社会的正義は古典的な功利主義からはもたらされない。けだし、功利
主義にあっては、個人の合理的な選択の原理が、そのまま社会的選択の原理として取り上げられ、
かくて「全ての欲求は一つの欲求の体系に組み込まれ」???、これでは個人が全体の中に埋没してし
まって、個人の権利や自由や機会、所得や富といったものが無視されかねないからである。こうし
てロールズは、自由と平等、社会的目標の実現と個人の権利の尊重、能力にめぐまれた者と社会的・
経済的弱者との間の調整等々を考慮に入れつつ、「正義の二原理」（Two Principles of Justice）
を次のように提示する???。
第一原理 各人は全ての人の同様な自由の体系と両立する平等な基本的自由の全体体系を最大限
度までもつ平等な権利を有するべきである。
第二原理 社会的、経済的不平等は、それらが次の両者であるように取り決められるべきである。
(a)正義に適う貯蓄原理と矛盾せずに、最も恵まれない人の便益を最大化すること。(b)公正な機会の
均等という条件の下で、全ての人に解放されている職務や地位に付随していること。
第一の優先順位のルール（自由の優先 The Priority of Liberty） 正義の原理は、辞書的順位で序
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列がつけられる。それ故、基本的諸自由は自由のためにしか制約されない。
第二の優先順位のルール（効率性や福祉に対する正義の優先 The Priority of Justice over Effi-
ciency and Welfare）正義の第二原理は、効率性の原理や有利性の総計の最大化という原理に、辞書
的な意味で、優先する。そして、公正な機会は、格差原理に優先する。
ロールズ正義論の中で異彩を放ち、その核心をなすものでもある格差原理（第二原理の（a）differ-
ence principle）は、よりよい環境にある人々はより不運な人々の便益になるように振る舞うべし、
という点にそのポイントがある。ロールズはこれについて、それまで自由（liberty）や平等（equality）
に比べてあまり大きな位置を占めてこなかった博愛（fraternity）と、いっそう自然に対応する、と
言う???。
ロールズは正義論の随所で、教育について言及する。例えば、格差原理の要諦は、生来の才能の
分配をある点で社会全体にとっての共通の資産とみなし、その分配を補整することによって、より
大きな社会的・経済的便益を分け合う点にあるところ、「あたかも全員が同じレースにおいて公正に
立って競争するとされる如く、ハンディキャップをならすように社会に求めたりしない」が、しか
し格差原理は、最も恵まれない人々の改善のために教育に資源を配分すべく、「生まれつき有利な立
場にある人々は、単に彼らがより多くの恵みを得たからといって利得をうるべきではなく、訓練と
教育のための費用を償い、不運な人々をも同様に助けるように彼らの資質を使うための費用を償う
ために、利得を得るべきなのである」と???。同時に、ロールズは、「教育の価値は、経済的効率性や
社会的福祉の面だけから評価されるべきではない」とも、注意を促している???。人々が文化を享受
し、社会に参加できるようにし、かくて各個人に自分自身の価値への確固とした感覚を与えること
も教育の重要な役割だからである、と???。正義の二原理は決して実力主義の社会に道を開くもので
はなく、人々の自尊心という基本的な社会的善を考慮に入れるべきであって、それ故、最も恵まれ
ない人々に対しても、自分には価値があるのだという感覚を確信せしめるべきであるというのが、
ロールズの立論であり、かくて、「教育のための資源は、生産に関する訓練された能力（productive
 
trained abilities）という点で評価されるものとしての報酬だけにしたがって、・・・・配分されるべ
きでなく、より恵まれない人々をも含めた、市民の個人的、社会的生活を豊かにする上での価値に
したがって配分されるべきなのである」???。
ロールズの正義論、したがってその教育的正義論は、問題を功利主義的に処理してしまわず、根
底に近代の民主主義・人権思想を置いており、特にこれまで人々の注意が向けられることの必ずし
も多くなかった「博愛」に着目し、人権のいっそうの保障に意を用いている点、また、その慎重で
周到な、多方面に目を配っての論理構成は、極めて格調が高く、すぐれた正義論となっている。し
かしロールズ正義論は、彼の生活の基盤となったアメリカ社会の雰囲気から自由ではなく、結局は
能力のある者が優位に立つことを否定しないで、良かれ悪しかれ競争社会の肯定に道を開く立論で
あるように思われる。
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（3）公教育と正義
わが国で教育と教育制度のあり方を正義に関わらせて論じたものとして知られているのは、1974
年 5月に日教組の教育制度検討委員会が公表した報告書『日本の教育改革を求めて』の記述である。
同報告書は、憲法・教育基本法にいう「能力に応じて」の原則を、配分的正義の原則の一つとして
歴史的に一定の意義が認められるとするとともに、同原則が時に切り捨ての原則としても機能した、
とし???、いわばそのゆがんだ形である「能力主義」を批判して、そのような「人的能力の『合理的』
な機会均等の原則」に対し、「機会均等の原則と、『発達の必要に応ずる教育』の原則を含む」もの
としての「教育における正義の原則」を提示する???。「他国を侵略することは正義に反し、他人を抑
圧し、隷属させ、差別することも正義に反する。自己や自国の利益だけを考え、主張して、他人や
他国のめいわくを考えない行為も正義に反する」???、されば、「正義の原則は、教育制度の理念とし
てもつらぬかれていなければなら」ず???、具体的には例えば、発達の遅れている者、ハンディキャッ
プを負わされた者こそが、いっそう長期で行き届いた教育的配慮に恵まれ、その能力の開花のため
の教育と訓練に十全の機会と手だてが保障されるべきであって、「そうすることこそが、教育におけ
る正義である」???。
日教組のこの教育正義論は、教育運動を進めていくにあたっての原理を指し示すものとして実践
的、かつ、すこぶる迫力に富んでいて格調も高いが、しかし、そこでは「正義」に則るべきことが
くり返されているに留まる観があり、そこでいう「正義」は、これを「侵略」「抑圧」「隷属」「差別」
「めいわく」」といった、それ自体が邪悪を意味する語に反対するという言明において用いているに
すぎず、どのような哲学的思索に拠っているのかを必ずしも掘り下げて語っていない点で、正義論
としての奥行きの深さに欠けるところもあるが、しかし、「教育における正義」を正面から詳細に問
題提起したことは、高く評価しなければならない。
1990年代には、我が国でも、ロールズの正義論を自覚的・積極的に取り入れようとする教育行政・
制度論が登場した。それによると、ロールズの正義論の意図するところは、才能に恵まれた者が自
らのすぐれた能力を社会の共同資産とみなすように促す教育制度・教育行財政政策、進んでは社会
の基本的構造の特定の枠組みを提起しようとするところにあり???、正義の二原理とりわけその格差
原理の中に、能力主義への批判とそれに代わって構想しうる最良のかつ実現可能な社会制度原理を
見出すことができる???。すなわち、ロールズの正義論には、才能に恵まれた者のすぐれた能力を社
会の共同資産とみなす「タレント・プーリング概念」が含まれているが、それは、「学校での成功が
その後の社会での成功に大きく寄与する」能力主義、あるいは、「圧倒的に社会的要請に個人を従属
させてきたわが国の 60年代以降の能力主義的教育政策の体制」を批判しうる最良の理念である、と
評価される」のである???。そして論者の主張は、「いかなる人間存在もがもっている自分の個人的な
能力および可能性の社会的承認を要求する権利」を具体的に展開することこそ、教育制度論の最も
重要な課題である、との提言に連なっていく???。もっとも同論者は、「個人の教育要求と社会的要請
とのギャップをいかに取り扱うべきかという教育制度の固有の課題について」は、ロールズ正義論
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は未だ必ずしも明らかにしていない、とも付け加えている???。ロールズ正義論を肯定的に受け止め
て展開した黒崎勲のこの教育行政・制度論は、「自分の個人的な能力および可能性の社会的承認を要
求する」ことを権利として認めようとするもので、かつてわが国の高度経済成長期に、教育界を覆っ
た「能力主義」を批判している点で、公教育のあり方に新しい展望を開く可能性を有してはいる。
思うに、しかし、確かに所論は、例えば、ハンディキャップを有する子どもたちの教育・学習の権
利を実質的に保障する上で有効に働くではあろうけれども、他面、先にロールズ正義論についてコ
メントしたように、結局は、優れた能力の持ち主にいっそうの活力と自信を与えることを容認・確
保し、それと裏腹に、優れた能力を具えていない者の無気力と屈辱を放置することになるのではな
いかとの懸念を如何ともし難い。すなわち、この種の議論はその後わが国でも広い支持を得たよう
に見受けられるが、1990年代以降、とりわけ 2000年代に入ってのわが国の大規模にして急激な「教
育改革」の進行に照らすとき、ロールズ的教育正義論はやはり、自己責任・評価・競争・市場原理
によって有限の資源を配分しようとする「新自由主義」に好意的な側面を内在していたように思わ
れてならない。
（4）相対的正義
ロールズ正義論に疑問と懸念を抱く見解は、法理学においても 1・2に留まらない。
古来、正義とりわけ配分的正義をめぐっては、「等しきものは等しく、等しからざるものは等しか
らざるように」「各人に等しきものを」「各人にその必要に応じて」「各人にその功績に応じて」等々
の標語で表現されるような定式が提唱されてきたが、20世紀後半に至り、実質的正義論を復権せし
めたロールズ???の登場をも加えて、正義概念はひときわその内容が深化し、豊富になった。しかし、
ロールズがその正義の二原理を導出する過程で設定した「原初状態」やそこにおける「無知のヴェー
ル」など、仮定に次ぐ仮定、想定に、さらには、技巧的にすぎるとさえ思われる思考装置の設定次
ぐ想定を連ねながら展開する、その入り組んだ正義論は、理解が必ずしも容易でなく、それだけに
その捉え方は人によって違いがあり、そもそも原初状態に置かれた当事者が果たして正義の二原理
を不可避的に選択することになるのか、といった疑問を始めとして、異論や批判も少なくない。例
えば、自らはロールズに肯定的なドゥウォーキン（R.Dworkin）は、原初状態の人々が選択すると
ロールズが考える特定の政治制度や機構は単にアメリカ合衆国で現在効力を有する制度や機構、す
なわち自由主義的な立憲民主制の理念化された形態にすぎず、ロールズの公正としての正義は、全
体としてみれば政治的現状の精妙な合理化である、といった批判意見があることを紹介してい
る???。
ハート（H.L.A.Hart）はロールズを批判する。ロールズがその正義論において問題にしている基
本的な自由のリストは、政治的自由、表現の自由、集会の自由、良心の自由、思想の自由、個人の
財産を保持する自由等に限定されているが、これらのリストに含まれず、しかも重要な自由である、
例えば性的自由やアルコールの自由といったものについては、その制限について何も語っていない
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のであり、仮に基本的諸自由に問題を限定するにしても、それら諸自由が衝突するところでは、人々
の意見は多様に対立し、種々のタイプの利益や不利益が関連してくる筈であるのに、ロールズの正
義論にあっては自由は自由それ自体のためにのみ制限されうると「確定」されすぎていて、様々な
利益や不利益の特性を覆い隠してしまうことになるであろう、と???。
かつてヒュームは、政治家は人々を支配して人間社会の平和を保存するため、正義に対する敬重
と不正義に対する嫌悪（an esteem for justice,and an abhorrence of injustice）を産むよう努めてき
た、と看破したが???、それは現代においてもそうである。「我々はすべて正義につき一定の信念を抱
いている」のであるが???、正義概念は往々にして不可避的に「絶対性」の傾向を伴う。このような
事態を直視するときは、教育法学に正義原理を持ち込むこと、ないしは持ち込まなければならない
とすることには、十分慎重である必要がある。けだし、教育法学に「正義」を持ち込むことにより、
教育法論者が、自らの考えとは異なる政策や行政や運動における「不正義状態」を批判するのと裏
腹に、知らず知らずのうちに自らの説く正義を「絶対的」に正当なものと主張してしまうことにな
るかもしれないからである。
ケルゼン（H.Kelsen）によれば、正義の語は時に実定法に適合するという意味に用いられること
があるが、本来的にそれは絶対的価値（absoluten Wert）を有するものである???。そして、このよう
な絶対的な正義を実定法と一体化しようとすればするほど、何とかして法を正しいものとしても通
用させようとするところの、あのイデオロギー的傾向をますます助長することとなり???、絶対的価
値としての正義を規定しようとして「科学の門をたたくならば」、それは結局、「汝のなすべきこと
を汝はなすべきである」（du solst,was du solst）という空虚な定式（leeren Formeln）???ないしは、
問題に対して何も答えてはいない、「何事でも、人々からしてほしいと望まないことは、人々にも、
それをしてはならない」「何事でも人々からしてほしいと望むことは、人々にもそのとおりにせよ」
という黄金律（golden rule）を提示することしかできない???、と彼は言う。価値の問題、それ故正
義の問題は、価値の衝突の問題にほかならず、こうした衝突の問題に対する解答は、「その解答を与
えた人に対してだけ通用するものであり、この意味で相対的な解答にすぎ」ず、正義の問題は、理
性によってはただ、「条件付で、その意味で、相対的に解決することができるだけである」???。
正義が全く「その人だけに通用する」非合理的な幻想、あるいは、正義論の試みが実りのない無
駄骨を折ることであるかどうかは、今しばらく措くとして、教育法学において「教育的正義」ない
しそれと類似の原理・概念を掲げて論を展開する場合でも、少なくとも、それがある種の政治的な
スローガンや宗教的な教義にならぬよう、厳しい自己点検と自制が求められるであろう。「正義」が
絶対的なものではなく、相対的なものであることの自覚が、教育法学においても強く求められるの
である。
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? 教育法と正義
1 法の概念
（1）法と正義
ローマ古典法学の完成に大きな貢献をなしたウルピアヌス（Domitius Ulpianus）が、法（jus）の
名称は正義（justitia）に由来すると述べたように???、法と正義とは古代ギリシャ・ローマの時代か
ら、言葉の上でも分かち難い関係にあり、しばしば引き合いに出されるとおり、ドイツ語の Recht、
フランス語の droit、イタリア語の diritto等は「法」を意味するとともに「正義」をも意味し、法と
正義とは一体のものと考えられてきた。ブルンナーが、「正義の理念は、法の理念と切り離され得な
いのである」と述べているのも???、このことを指摘したものにほかならない。しかし、「法と正義は
一体」と言っても、実際には、立法府での諸勢力の妥協の産物として法が制定されたり、時に「悪
法」が成立したりなど、「一体」とはほど遠い印象を与えることが少なくなく、法と正義は、現実社
会にあっては、相互に矛盾したり対立したりして、緊張関係をもたらすこともあるのである。
法と正義の関係については、法の規定するところが忠実に遵守され適用されていること自体を正
義とみる考え方や、正義は実定法の内容が正当であるかどうかを評価する規準であるとみる考え方
など、見解が分かれうるが、それは行き着くところ、1つには、先にみたように正義という観念が極
めて多義的であることによるとともに、他方、法というもの
についての理解が、幅広いからであろう。教育法は、法と教育が接合して 1つのまとまりをなし、
法体系の中の独自の領域を形づくっており、後に述べるように、「教育的正義」を実現するための公
的規準枠組みをなしている。そこで、教育法における正義、また、司法的教育正義を考えるにあたっ
ては、次に法というものについて、その議論状況を鳥瞰しておく必要がある。
（2）「単一的」法概念
法の何たるかは、教育の何たるかに優るとも劣らぬほど、人々の説くところ多岐にわたり、これ
また古代からたゆみなく問われ続けているテーマである。ここではとりあえず、教育法の概念を画
定するのに役立たせるという観点から、やや便宜的に、法を単一的に把握する立場と、複合的・多
元的に把握する立場とに分けて、それぞれ垣間みることとする。前者としては、法を命令・強制と
捉える見解を挙げることができ、その例として、ホッブス・ベンサム・オースティン・ケルゼンら
の所説を挙げうる。
ホッブスは『リヴァイアサン』の中で、人間は各人の各人に対する戦争という自然状態にあるが、
こうした人間を平和に導くのは理性による諸条項＝自然の諸法を協定することによってである、と
した上で???、コモン・ウェルス（＝国家）の成員であるが故に守るべきものとされる市民法につい
て、次のように定義する。「市民法は、臣民各人にたいする規則であって、その規則とは、コモン・
ウェルスが、語や書面やその他の十分な意志のしるしによって、かれに命令したものであり、それ
は正邪の区別、すなわちなにがその規則に反しなにが反しないかの区別に、利用するためのもので
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ある」???。これに、「法一般は、忠告ではなくて命令であり」「あらゆるコモン・ウェルスの、立法
者は、主権者のみであって」という言???を重ねるなら、ホッブスは法を、国家における主権者の成
文による、正邪を区別するための命令としていることになる。
ベンサムはその初期、自然法論に従ってイギリス法を論じたブラックストンを法実証主義の視点
から批判し、法を主権者の命令であるとする考えを提示したが、後には法を次のように定義してい
る。「法は、問題になっているケースで、主権者の権限に服している、ないし服していると推定され
る、ある人あるいはある人々の集合によって遵守されるべき行為について、国家の主権者がいだい
た、または採用した意志をあらわす記号の集まり」である、と???。ベンサムを師とするオースティ
ン（J.Austin）は、自然法論・自然権論・社会契約論を拒否し、法学研究の対象を実定法に限定して、
法的諸概念を詳細に分析するとともに法の基礎理論を体系的に構築し、イギリスにおける法理学な
いし分析法理学の樹立者となり、後世の法学に絶大な影響を与えたが、ホッブスに倣い???、法を次
のように定義した。「実定法ないしは厳密に法と呼ばれるものは、政治的に優越した主権者又は主権
者集団の直接的又は間接的な命令、すなわち、国家に服従する人又は人々に対する主権者又は主権
者集団の直接的又は間接的な命令をいう」???。この定義に、「命令と義務と制裁とは不可分に結合し
ている語である」（command,duty,and sanction are inseparably connected terms） という一節???を
重ね合わせるなら、オースティンは法を、義務と制裁を伴う主権者の命令としていることになる。
オースティンのこの説は、法命令説の代表格をなしている。
ケルゼンも法実証主義の立場から、法をいわば一元的・統一的に認識しようとする（法段階説）。
彼は法規範を、制約的構成事実と被制約的効果の特殊な結合を表現する仮説判断、すなわち、例え
ばある人が犯罪のゆえに処罰されるというように、一定の要件（法律要件）に一定の効果（法律効
果）を帰属（Zurechnung）として結合するものと捉え、この帰属関係とともに、法の存在、法の妥
当性を表現する言葉を当為（Sollen）と呼び???、その上で、法規範を強制規範（Zwangsnorm）ない
し外的強制秩序（ausere Zwangsordnung）としての社会的技術（soziale Technik）とする???。こう
してケルゼンは、法は強制行為を結合することによっていかなる任意の社会目的でも追求すること
ができ、「かくて、法は目的としてではなく、特殊な手段として特徴ずけられる」のであり、法自身
にはいかなる政治的・倫理的な価値も帰属しない、とするのである???。
（3）複合的法概念
法命令説も法強制説も、いずれも法を、外形的にはすこぶる明快に概念規定している点において
分かりやすく、魅力に富んでもいる。しかし、人々の生活や社会の仕組みがますます複雑化し、有
限の資源の配分も困難さを増してきていることに伴い、法の果たす役割が一段と大きくなっている
現代において、法をこのように単一的に捉えることは、その明快さと引き換えに、少しく素朴に過
ぎる観があり、法をめぐる現実を十分に把握できない憾みもあることは否めない。ここに、より多
面的な法認識を求める論が登場することになる所以がある。これに応える代表例としてはさしあた
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り、エールリッヒとハートを挙げうるであろう。
エールリッヒ（E.Ehrlich）は、法は人間が行為するための「規則」（eine Regel des menschlichen
 
Handelns）ないしは「1つの秩序」（eine Ordnung）である筈のところ、法律家は自国の現行法に向
かうや否やこの法概念を放棄してしまい、裁判所や官庁が事件を判断するための規制へと変じてし
まう、と述べ、裁判官と外交官と行政官、要するに官僚たちのための準備教育としての法律学が、
もっぱら裁判所や官庁に妥当する国家法（das staatliche Rechts）ないし法規のみを視野に入れてい
ることを批判する???。国家法とは、国家が創造し、国家によってのみ成立し、国家なくしては存続
できない法、言い換えれば、国家を全ての源とする法のことであるが???、しかし行為の規則ないし
秩序である法は、人間共同体の到る所に存在し、法生活の大部分は国家、国家の官庁、国家法から
離れて営まれているのであって???、それは、法は国家法以外にも存在するということを意味するの
である。そしてそうしたものとして挙げなければならないのは、文献や鑑定や判決といった形で書
き記された法曹法（Jurustenrecht）であり、慣習法（Gewohnheitsrecht）であり、何よりも、法規と
しては確定されていないが実生活を支配している「生ける法」 das lebende Recht である???。こう
してエールリッヒは、法を国家法に限定せず、「自由な法発見と自由法学」（Freie Rechtsfindung und
 
Freie Rechtswissenschaft）と法社会学（Soziologie des Rechts）を唱え、その視点から、法は強制秩
序であり強制しうる義務を課すことがその本質であるとする見解を批判し、併せてオースティンの
法理学についても、それは論理的に抽象化されてしまったものしか取り扱っていない、と批判す
る???。
ハートはオースティンの法実証主義を引き継ぎつつ、なおその法命令説やケルゼンの法強制説の
欠陥を指摘することを通して法の概念を明らかにしようとする。すなわち彼は、「法は威嚇を背景と
する命令（orders backed by threats）とどのように異なり、またどのようにかかわるのか。法的責
務（legal obligation）は道徳的責務とどのように異なり、またかかわるのか。ルールとは何か、ま
たどの範囲で法はルールの問題であるのか」を問い、こうした 3つの論点に関する疑問と困惑を取
り去ることこそが法の性質を明らかにすることだ、と述べる???。この観点からハートは、法を威嚇
や強制を背景とする一般的命令というモデルでのみ捉えるのは妥当ではなく、法体系の分析にとっ
て中核的なのは「受容されたルールという観念」であるとし???、「ルールの概念」（the idea of a rule）
を導入して法を説明するのである???。彼によれば、ルールには、人々が望むと否とに拘らずある行
為をなしたりあるいは差し控えることを要求される「義務を課する」（impose duties）第一次的ルー
ルのタイプと、人々がある事を行なったり述べたりすることによって古いルールを廃棄・修正した
りその範囲を決定したりそれらの作用を統制したりする、「権能を付与する」（confer powers）第二
次的ルールのタイプの 2つがあり、法はこの 2つのタイプのルールの結合としてある???。とはいえ
ハートは、法をこの 2つの結合体として単純にまとめているわけではなく、「承認のルール」（rules
 
of recognition）、「変更のルール」 （rules of change）、?裁判のルール」（rules of adjudication） を
含む第二次的ルールによって責務の第一次的ルールを矯正するという形での結合体として法を捉
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え???、さらに、ルールには確実な核心（core of certainty）と疑わしい半影（penumbra of dout）と
いう二重性があり、したがって全てのルールは、「あいまいな周縁」（a fringe of vagueness）あるい
は「開かれた構造」（open texture）を有するとするのである???。ハートは、法概念論の背後にある
諸々の問題を検討することに重点を置き、法を一義的に定義づけることを慎重に回避しているが、
法を複眼的に認識しようとする彼の視座は、法をめぐる複雑な現代的状況にあって、有益な法理解
を提供するものと言えよう。
イギリスの法学者ダイシ （ーA.V.Dicey）は、議会の無制限な立法権について記述するに際し、「議
会は女を男にし、男を女にする以外はあらゆることができる」（Parliament can do everything but
 
make a woman a man,and a man a woman ）という、イギリスの憲法ないし政体の研究者・著述家
であったロルム（De Lolme）の語を引用している???。思うに、法は、人間のあらゆる面をコントロー
ルしようとして立法府が恣にすることのできる強制的ルールではなく、為政者・元首が権力的・一
方的に押しつける命令でもない。法は、当該社会で人々が、秩序と平和のもとに生活することがで
きるよう、権利を与え、義務を課し、資源配分の原則を定め、手続を明確にし、各人の行動を枠づ
けるところの、実行可能で実効性ある公準であり、そして人々が、それが公準であることを十分認
識しうる形で制定・公布されるべきものである。それは、事項によって命令的・強制的であったり、
選択的・任意的であったりしうるし、解釈において狭義であったり広義であったりしうる。法は、
人々が各自の持分（権利・義務・利益・負担等の配分）を主張するための共通の枠組であり、それ
を主張・実現するための手続であり、統治機構が最終的に裁定するための判断規準、要するに、正
義実現のための公準である。そして教育法は、そうした法の教育に関する領域をなすものにほかな
らない。
2 教育と法
（1）教育目的の法定
イエーリング（R.von Jhering ）はその未完の大著『法における目的』の中で、教育問題に対する
国家権力の態度には、「強制の形式による目標の確保」「国家的手段による、しかし強制によらない
目的の促進」「国家の完全な無関心」「社会の特定の階級が目的を追求することを死刑をもって禁止
すること」という 4つが考えられる、と指摘し、続いて、「これらの見解の中のどれが正当な見解で
あろうか」を問い、「それら 4つの総てが、それぞれの時代において正当な見解であったのである」
と答えている???。わが国は戦前、国家権力が「天壌無窮ノ皇運ヲ扶翼スヘシ」（教育勅語）等の教育
目標を設定した時期があり、その時はそれを正当であると多くの人が考えていたが、1945年 8月を
境に、それまでの教育は誤っていたと反省して憲法・教育基本法体制を樹立、そこに戦後教育の理
念・目的を表明することとした。
教育基本法が公布施行されて 9ケ月ほど後の 1947年（昭和 22）12月、同法の制定に関わった文
部省担当者らの手になる解説書が公刊されているが、そこに次のような一節がある。「教育の根本理
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念なり大方針とかを、詔勅の形式によるにしろ、法律の形式
によるにしろ、これを確立明示するということには異論があろう。・・・・しかし、・・・・過去の
教育を支配した偏狭な国家主義的傾向をはっきりと除去し、是正するため、新憲法の精神に則った
教育の根本理念なり方針なりを明示する必要のあることは否定しえないことであろう。しかもそれ
を定める具体的方法としては、・・・・国民自らの総意の表現としてこれを定めるため法律の形式を
とったことが是認されるであろう」???。
同書はまた、同法第 10条第 1項を次のように解説してもいる。「教育に侵入してはならない現実
的な力として、政党のほかに、官僚、財閥、組合等の、国民全体でない、一部の勢力が考えられる」
が、「それら勢力のもつ理想なり政策なりが法制上認められた以上は、実際においてそれらの理想な
り政策なりが教育に反映することがあってもさしつかえないのである。・・・・その限りにおいて正
当となる」???。後に文部当局者のひとりは、この趣旨をさらに敷衍して、たとえ内容が正当であっ
ても手続上合法的でない限りは不当な支配となるが、他方、手続上合法的に定められたものに対し
ては内容が正当であるとしてこれに服することが、民主主義のルールなのである旨、主張した???。
しかしこの主張に対しては、「まことに徹底した議会ベッタリ主義である。内容が正当だろうが不当
だろうが、手続が合法であればなんの恐るることやあらん。国会の多数で法律にしてしまえば、不
当も変じて正当と化す。反対に内容が正当だとて多数派の支持しないことなど歯牙にかけるに足ら
ぬ。・・・・ここまではっきりいってくれると、そのまちがいも大写しになる」???との批判が浴びせ
られた。ロルム風の議会万能主義に対する激しいまでの反発ではあった。
教育の理念や目的を法で定めることが妥当かどうかは、教育基本法制定に係る帝国議会の衆議院
本会議においても論議された。教育法学にあっても、この点は当初から重要なテーマの 1つであっ
たが、学説の中にはこれに懐疑的なものも少なくなかった。有倉遼吉はその代表者のひとりで、次
のように言う。「『教育目的』というが如きことは、教育に従事する者が、その良心と良識とによっ
て、教育の過程において見出すべきものであって、法律をもって一般に規律しうべき事柄でないの
ではないかと考えられ」、たとえ、法律をもって規定しうるものとしても、「教育の目的の如何は、
哲学・宗教・道徳等に深く関係をもつものであり、法学の学問的範囲外にある教育学の分野に属す
る問題である上に、教育学者の間でも、その世界観の相異に応じて異なっているものだから」、教育
の目的を定義することは至難の業であり、ただ、それにも拘らず教育基本法が第 1条で「教育の目
的」を定めたのは、従来のわが国の教育関係法令が個別に掲げている教育目的の多くが、日本国憲
法の精神に違背しているものであったが故に、「これを是正せんがために、やむをえないことであっ
たからである」と???。
何が正しい教育の理念かを法が確定できるかに関しては、田中耕太郎も自然法論の立場から、消
極的であった。その理由は、第一に、「教育の理念の決定は純然たる文化的学問的の仕事であり、本
来教育家が自らの識見によりまた自己の責任においてなすべき事柄であっ」て、「道徳の徳目の理念
に関する綱領のごときものを公権的に決定公表することは、国家の逸脱であり、パターナリズムか
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またはファシズム的態度といわなければならない」からであり、第二に、「かりに国家が教育目的に
関して決定をなし得るものとするも、それを法律で以て規定することは」、世界観を異にする政党政
派の教育に対する諸要求を網羅し、それらの間の妥協点を見出し、理論的に統一することなど、「技
術的に見てほとんど不可能に近い」からであって、したがって、教育基本法第 1条の教育目的規定
については、「法条の形式及びその内容についての適否当不当の批判は依然として存在し得るのであ
る」???。
これに対して宗像誠也は、教育の内容については立法に限界があるとして「議会ベッタリ主義」
を厳しく批判しつつも、憲法と教育基本法の教育理念規定に関しては、むしろ積極的にこれを評価
する。すなわち、宗像は一方で、「国の最高機関たる国会といえども、教育に不当な支配を及ぼすよ
うな立法をしてはいけないし、また教育内容統制、特に価値観統制にわたる立法をしてはいけない」
としながら、他方で、憲法と教育基本法において教育に関わる価値観が規定されていることについ
ては、「しかしこの価値観は、恣意的にきめられたものではない。人類史の遺産を受けつぎ、世界史
の課題に応ずるものなのである」、言い換えると、「憲法・教基法は、一つの価値観あるいは思想的
立場に立つとはいっても、その立場は、人間の尊厳を認め学問・思想・良心の自由を認める、とい
う立場であり」とし、これを肯定的に捉えているのである???。
問題は、教育と議会制民主主義の問題をはじめとして、法と教育的価値・道徳、法的パターナリ
ズム等と複雑に絡み合う。それは、教育的正義実現の枠組・公準としての教育法が、いかなる範囲
の事項を規定しうるか、という問題に直結するものである。
（2）法と教育的価値・道徳
教育はすぐれて各人の精神的・内面的な価値観や人生観に関わる事がらである、とされる。各人
のこの精神的・内面的価値の自由を能う限り守ろうとするところから、教育法学は概ね、教育（特
にその内的事項）は実定法による規定にはなじまない、あるいは少なくとも禁欲的であるべきであ
ると立論するのであるが、現実には教育基本法は、先に指摘したように教育的価値に関わる規定を
用意している。道徳の目的は善い人間を作り上げること（人格的完成）にあるのに対し、法の目的
は社会の維持発展にあるという、比較的広く受け容れられている立場???に立って眺めてみると、教
育基本法には紛れもなく法と道徳の混在ともいうべき実態が見受けられるのである。
かつてイギリスで、法による道徳の強制をめぐる「デヴリン対ハート論争」というのがあった???。
同性愛及び売春に関する従来の法律について、その現状を調査し検討するために、Sir John Wolfen-
den らが委員に任命され（1954年）、1957年に報告書が出されたが（Wolfenden Report）、そこでは
「ミル原理」に沿って、成人間の合意により密かに行われる同性愛行為は犯罪とすべきでなく、売
春についても、路上で公然と勧誘し一般市民に不快感を与える行為だけを禁止すればよい旨が勧告
された。しかし、4年後の 1961年には、「ショウ事件判決」が報告書の立場とは反対に、制定法上の
犯罪ではない不道徳行為の処罰へと道を開いたため、これをめぐって論争が起きたのであった。デ
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ヴリンは報告書を、これではいかにも手ぬるいと厳しく批判し、社会は個人の自由やプライバシー
に最大限の配慮をすべきではあるが、社会成員の行動や生活様式などを規制する共通の考え方＝公
共道徳を守るため、不道徳に対して立法を行う国家の権限にはいかなる制約も存せず、「悪徳の抑圧
は、顚覆行為の抑圧と同様、法の任務である」とした。これに対してハートは、リベラルな功利主
義の立場から、ショウ事件判決やデヴリンの立場をリーガル・モラリズムと呼び、それは道徳問題
における多数者専制への抵抗・批判を弱める恐れがあるとして、ウォルフェンデン報告書を支持し
たのである。デヴリンは、同性間の性行為はそれ自体が不道徳であるとして、これを法でもって禁
止すべく、いわばイギリスの議会主権主義を最大限に発揮しようとしたのであるが、ハートは、自
由をできる限り擁護するためには議会の立法権にも一定の限界を設けるべきである、との姿勢を示
したのである。
法と道徳の問題を考えるにあたり、「法の外面性、道徳の内面性」という定式を与えて後世に決定
的な影響を及ぼしたのは、ドイツ啓蒙期の自然法思想を代表するトマジウス（C.Thomasius）であっ
たと言われる。彼は、内面性の領域を国家権力の作用外に留保し、信仰や思想の自由を守ろうとす
る立場から、法的義務づけの対象をもっぱら外面的で強制可能な義務に限ろうとし、法＝外面的義
務づけと道徳＝内面的義務づけとを峻別したのである???。トマジウスによる法と道徳のこの区別は
その後、論者によってその関係のあり方が種々修正されながら、基本的には今日まで受け継がれて
いる。合法性（Legalitat）と道徳性（Moralitat）を区別したカント、上に述べたハート、ケルゼン、
ラートブルフら法実証主義者にも、そうした継受を認めることができる。
例えばケルゼンは、道徳規範は一般的な根本規範（Grundnorm）の中に含まれる内容に基づいて
妥当する規範であるが、法規範はこれと異なり、特定の規則に従って特定の方法で成立・設定され
ることによってのみ妥当するのであって、それ故、いかなる任意の内容でも法でありえ、「法規範の
内容となり得ないものはな」く、「道徳に適合しないということのために、その妥当性が疑問に付せ
られるということはあり得ない」と言明する???。法の妥当性は道徳規範から独立しており、そこに
こそ自然法とは本質的に異なる法の実定性（Positivitat des Recht）があるのである、と。またラー
トブルフは、「法の外面性、道徳の内面性」という標語で表わされる法と道徳との間の区別には、「基
体」の区別、「目的主体」の区別、「義務づけよう」の区別、「妥当の源泉」の区別、という 4つの異
なる意味が含まれているとして、各区別を詳細に検討した後、法と道徳とは、「道徳が一方では法の
目的であり、そうしてまさにそれゆえに、他方では法の義務づける効力の基礎であるという点」に
おいて、両者は「豊かな緊張関係」を有しているのである、としている???。
ところで、法と道徳の区別・関連の問題を考える場合にはまた、道徳を個人道徳と社会道徳に区
分することが広く行われていることにも注意しなければならない。個人道徳とは、個人の良心や自
律的選択など内面的・主観的心情にウェイトを置くものであり、社会道徳とは、社会成員相互の外
面的行動を規制する実定的・客観的な原理・規範であるが????、両者はもとより全く別のものではな
く、相互に複雑に依存・制約し合う。しかし、道徳をこのように区分するなら、法と道徳の違いは
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もっぱら個人道徳に関して生じ、その関連はもっぱら社会道徳に関して生じる、と一応言えるであ
ろう。これを教育にあてはめるなら、法と教育との関係は、教育をもっぱら個人的な営みと捉える
か、それとももっぱら社会的な営みと捉えるかにより、あるいはまた、教育のどの部分を個人的な
ものとし、どの部分を社会的なものとするかによって、アプローチが異なってくることとなるので
ある。教育法学の中にも、教育基本法で教育内容を規定することについて、これを仕方のない・や
むをえないものとして消極的に許容する立場と、その内容が人類普遍的であるが故にむしろ積極的
に評価する立場との間に見解の相違があり、この 2つの間にまた種々ニュアンスの異なる諸説が存
在するが、こうした立場の差が生ずるのは、教育をもっぱら個人に引きつけて考えるか、それとも
もっぱら社会との関連で考えるかの違いによるものであろう。
（3）教育法的パターナリズム
本人の利益のためという観点からある人の行為に干渉・介入することをパターナリズムと呼
ぶ????。教育は、これをルソーのように、自分で自分を守っていける人間たらしめることと捉えよう
と、ペスタロッチのように、子ども自身をして見させ・聞かせ・発見させ・倒れさせ・起き上らせ・
失敗させることと捉えようと、はたまたオーエンのように、社会主義的な性格にまで人間を作り直
すことと捉えようと、ともかく「子どものため」を中心にするものであり、最もパターナリズムが
顕著に現われる領域の 1つである。教育法が教育をより実効的ならしめるための実定法の体系であ
るとすれば、教育法は必然的に、法的パターナリズムが色濃く反映されることになる可能性が大き
いが、それが行き過ぎると、保護者や子ども達自身から、反発を受けることとなる。パターナリズ
ムには種々のレベルのものがあるが、国家や自治体からのものである場合には、それは法的パター
ナリズムとなる。児童・生徒の髪型や服装を規制する校則は、学校という団体によるパターナリズ
ムの一典型であり、成人向け雑誌の販売を規制しようとする青少年保護条例は、自治体による法的
パターナリズムの例である。
パターナリズム的干渉・介入は、各人が自らの人生を構想するに際し、必ずしも中核的ではない
関心のために長期的な人生構想を台なしにしたり、あるいは、人生を自ら構想する能力が決定的に
不足したりしているような場合に、行われうる????。もちろん、一口にパターナリズムと言っても、
それには、純粋型パターナリズム（干渉・介入を受ける者と保護を受ける者とが同一であるもの）
と非純粋型パターナリズム（両者が別であるもの）、積極的パターナリズム（干渉・介入を受ける者
の福祉をより増大させるもの）と消極的パターナリズム（干渉・介入を受ける者への侵害を防止す
るもの）、強いパターナリズム（干渉・介入を受ける者の行為が任意的であっても干渉・介入するも
の）と弱いパターナリズム（干渉・介入を受ける者の行為が非任意的である場合に干渉・介入する
もの）、強制的パターナリズムと非強制的パターナリズム、身体的・物質的パターナリズムと精神的・
道徳的パターナリズム等々、さまざまな種類があるが????、しかし、どのようなものであれ、パター
ナリズムは、個人の生き方や価値観ないし自己決定に多かれ少なかれ関与するものであるから、仮
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にその必要性を認めるにしても、これを正当化することには能う限り慎重でなければならない。パ
ターナリズムが正当化される要件として次のような点が挙げられることがあるのは????、このことを
考慮してのことにほかならない。①自由最大化モデル（被介入者のより広い範囲の自由を護るため
の介入は正当化される）、②任意性モデル（被介入者の自己に関わる有害行為が、実質的に任意性を
欠いている場合、又は任意的か否かを確認するために当面の介入が必要である場合にのみ、介入が
正当化される）、③被介入者の将来の同意モデル（被介入者が、将来当該介入を承認することになる
とされる場合に、介入が正当化される）、④合理的人間の同意モデル（合理的である人間ならば当該
介入に同意するであろうと言える場合には、介入は正当化される）、⑤阻害されていなければ有すべ
き意思モデル（現に阻害されている被介入者の意思・決定が仮に阻害されていないとすれば被介入
者が有したはずの意思に当該介入が適う場合には、介入は正当化される）。
人々の生活が地球規模でますます複雑になり、個人の意思や努力などだけではもはや到底これに
よく対処できない状況に立ち至っている現代、そのさしあたりの生活の舞台である自治体や国家に
よる何らかの関与なしには、人は良き人生を送ることさえままならないのが現実である。このよう
な現代的状況にあっては、好むと好まざるとに拘らず、法の果たすべき役割・機能はいよいよ増大
し、それに伴って法的パターナリズムも多かれ少なかれ不可避とならざるをえない。教育が生きる
ことと不可分なものであるなら、教育においては、パターナリズムの契機はいっそう大であらざる
をえないと言うべく、少なくとも、教育法的パターナリズムはパターナリズムなるが故に国家作用
の逸脱であるとして、直ちにこれを敵視したり嫌悪したりすることは、短絡に過ぎるであろう。因
みに、ハートも、人は時にその選択や同意が妥当な考慮・評価に基づいていない場合があり、その
ような場合には法的な干渉も許されるとして、パターナリズムを正面から否定したミルの侵害原理
を修正している????。
同時に、教育は、一人ひとりが自らの生き方を自ら決定する上での、一前提条件をなすものであ
り、他者がむやみに方向づけたり干渉したりしえない領域でもある。公教育のどこまで法的パター
ナリズムが及ぶのかは、かくて極めて難しい重要問題として提出されることとなる。かつて「内外
峻別」論を唱えた教育法学は、国は教育の内的事項に容喙してはならないとして、この難問を一見
鮮やかに解決した。しかし、教育が、すぐれて社会的・公共的営みであり、当該社会・国家の担い
手を育成するものであることに鑑みるときは、法によるある種の関与は、その性質上避けえないの
ではないかと思われ、この見地からは、公教育の目的を法定することには一定の合理性があると言
いうるであろう。
? 社会教育裁判における法的正義
1 教育的正義と教育司法的正義
（1）正義実現の枠としての教育法
ハートは、自分の子どもをひどく虐待した者は、しばしば道徳的にwrong（誤った）とか bad（悪
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い）とかwicked（よこしまな）とかいった批判を受けるであろうが、その行動を unjust（正当でな
い）というのは奇妙である、と言う????。unfairとか unjustといった言葉が当てはまるのは、同じ過
ちをした子ども達の中から気まぐれにそのひとりを選び出し、他の子どもよりも厳しい罰を与える
場合とか、その子が本当に悪いことをしたかどうか調べようともせずに罰するという場合である、
と????。ハートによれば、このように、公正とか正義という言葉は、もっぱら社会生活での、負担や
利益が配分される場面と、侵害が発生して補償や救済が求められる場面とにおいて用いられるので
ある????。正義の問題は、人々の要求・必要に対して、資源が希少であったり相互に対立して両立が
不可能であるような場面で現われるが、一人ひとりの人間を尊重し、しかもその個性や「能力」の
違いをも考慮して「正義」を実現しようとすれば「正義」を問題とすべき場面であるかどうかの判
定が前提的に重要である。かつて教育法学は、憲法第 26条の「その能力に応じて、ひとしく教育を
受ける権利」に関する従来の伝統的な憲法学解釈について、能力があって高いレベルの教育を受け
る機会に恵まれた者が結局は優越した地位につくのを許し、能力主義的な教育に道を開くものであ
るとして、批判の矢を向けた。比較的早い時期の教育法コンメンタールが、教育基本法第 3条につ
いて、「ひとしく」とは、「およそ日本国民たるものは、何人といえども、その人種、性別、社会的
身分、経済的地位または門地等を理由または原因として、教育を受ける権利を侵され、その機会を
奪われることのないことを意味」し、「能力」とは、「教育を受けるに足る精神的能力と身体的能力
とをいうものと解すべ」く、しかしそれは、「健全な精神および身体」を指すわけではなくて、むし
ろ「教育の必要性が強調されるべきは」ハンディキャップを持った児童生徒等である、と説き、ま
た「教育上差別されない」に関して、それは「絶対的に差別されないという意味ではな」く、個々
人の精神的・身体的・社会的・経済的等の差異に応じた取り扱いがなされるという相対的な意味で
あり、「かくて実質的な平等が実現される」のであって、こうした「比例の基準」は「正義」である、
としたが????、これは、教育の機会の配分を考えるに際し、ハンディキャップの有無の問題は教育的
正義の実現において正面から議論しなければならない場面である、との認識に出るものにほかなら
ない。
教育は、人が人間にふさわしい知識・技能・判断力・教養・品性等を身につけさせるとともに、
社会の担い手にふさわしい市民性・公共性・価値観・倫理性等を育成する営みであるが、それは一
方で、その属する社会のあり方を変えつつ、他方で、その属する社会がいかなるものであるかによっ
て左右されるものでもある。教育は社会のあり方を規定するとともに、社会のあり方に規定される
のである。この、個人にとっても社会にとっても不可欠で不断の、営みである教育のうち、公権力
が公共的・公益的観点から関与する教育領域は、これを公教育と呼ぶことができるが、立憲民主主
義国にあっては公教育は、憲法を頂点とする体系をもって規律されるのが普通である。そしてこう
した教育の諸事項を規定する一群の実定法規範を、教育法というのである。
教育に関して法が規定する事項は通常、国民に教育を受ける権利があること、その権利を実質的
に保障するための諸制度を整えること等、広範多岐にわたるが、それは具体的には、教育に関する
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権利と義務、権限と責任、制度設計の原則、教育資源配分の方針、管理のあり方、自治のあり方、
そして、紛争が生じたときの権利・利益の回復・救済とそのための手続、等々である。教育法は、
教育をめぐって種々の場面で問題となるそうした権利・義務・権限・責任・原則・方針・資源配分・
管理・自治・手続の諸事項に関し、関係者が有すべき持分を、実体的・手続的に実現するための、
換言すれば、教育的正義を実現するための、公的な規準枠組みをなすのである。
正義は、限りある資源の相互に両立不可能な配分をめぐる争いや、各人の価値観・イデオロギー
の衝突や、適正な手続とはどういうものであるかの対立をめぐって、それぞれが自らを正しいと主
張し合う「神々の争い」の中で調整的に見出していかなければならないのであるけれども、それが
社会生活において生じ、社会生活の中で解決・処理されることが求められる以上、広範な人々の納
得を伴って実現される必要がある。そのためには、正義を主張し合うにあたり、対立当事者が共通
の土俵でこれをするのでなければ、対話が成り立たず、議論がすれ違い、また裁定者も適正に判断
することができない。法は、そのような共通の土俵を提供するものにほかならず、教育法は、その
うちの教育に関する正義を主張するための共通の土俵なのである。もとより正義は、部分的・個別
的には、それぞれの場面・局面で、例えば関係当事者間の交渉・和解とか、仲介者によるあっせん
など、非・法的な手段を通じても実現されうるし、近時はむしろ調停や行政相談など必ずしも法的
ではない方法がとられることが少なくないけれども、そうした非・法的な手段による正義の実現は、
必ずしも公準を援用しないで、その時・その場での調整を図ることに重点が置かれる点で、やはり
一般性・普遍性に欠ける面があることを否めない。個性を有する一回限りの具体的事案について正
義を実現しようとする場合でも、公準たる法に照らしてこれをすることで安定性と説得性が増すの
であり、法の存在は、人々の価値観が多様化している現代的状況にあっては、正義実現の点でいっ
そうの重要性を発揮するのである。
（2）教育司法的正義
裁判の固有な機能は、公開の法廷で当事者主義的手続への主体的参加の保障のもと、正確な事実
認定と適切な法適用によって権利義務関係を明確に確定することにある????。これを、上述したとこ
ろと関連させて言えば、教育裁判は、教育に関わる法的紛争をめぐってこの機能が作動する場面に
ほかならず、当該教育紛争の解決・処理に際して実定教育法を規準として内容を判断するという実
体面と、それが法に基づいて適正に進行するという手続面との、法的二側面を伴っている過程であ
る。裁判が過去志向的であること、その解決・処理が部分的とならざるをえないこと等、裁判によ
る紛争の解決・処理には自ずと限界があることは明らかであるけれども、人々の裁判に対する信頼
は、今日なお決して小さくない。それは、公準たる法に照らしてなされるものであることから、人々
がそこに裁判の公正性・適正性を信頼し見込んでいるからであろう。而して、裁判を通じて見出さ
れ実現されていく正義は、司法的正義と呼ばれる。
学校紛争について人々が訴訟を利用するのは、①法的紛争である限りは裁判所は必ず終局的な結
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論を出す、②公正な結論が出されるとの期待が大きい、③相手方を話し合いの場に参加させること
ができる、④真実が明らかになる、⑤裁判を通じて学校の教育現場を変えることを目的とする、⑥
訴訟を提起するということ自体で学校に対して一種の制裁的な役割を果たす、といった要因がある
からであるとされるが????、それは要するに、裁判所が教育紛争につき事実を明らかにして、法的に
構成で終局的な判断をすること、言い換えれば、法的正義を実現する最後の砦であることに、人々
が大きな期待を込めているからにほかならない。裁判所は、教育問題について必ずしも専門的とは
限らず、また、刑法や民法や商法といった伝統的な法領域に比べ、教育法がなお新興の特殊法であ
ることもあって、裁定にあたる裁判官もこの方面の知見を未だ十分に獲得しえていない状況にある
と思われるが、それでもなお人々が教育裁判に信頼と期待を寄せるのは、教育司法的正義が、多く
の人々の関与によって厳密・丁寧に紡ぎ出されていくそれに値するからである。裁判所ないし司法
は、時に政治やある種の「世論」「流行」の渦に巻き込まれそうになり、歴史的事実としては現に巻
き込まれたこともあったが、基本的にはそうした一時的動きに左右されることなく、憲法・教育基
本法体制下の原理を踏まえ、独立性・中立性と公平性を保ちつつ客観的・合理的にかつ抑制をきか
せながら冷静に、論理を尽くして正義の発見と実現に努めてくれると、人々は確信しているのであ
る。
「教育的正義」は、個々の具体的場面で様々に主張され、それは教育における「生きた正義」と
して、教室や公民館などでじかに具現されることが望ましいのであろうけれども、教育紛争が法的
に争われ、法的に解決・処理されるときは、それは教育法を通してなされるべきこととなる。教育
法的正義は、そうした教育法の枠の中での正義なのであり、裸の「教育的正義」そのものとは必ず
しも同じではない。時には感情的に、時にはイデオロギー的に燃えたぎって当事者が主張し、相互
に譲らないこともある「正義と正義の衝突」を、裁判所が法の問題として整序して司法的に処理す
れば、あるいは一方当事者はその処理を「正義」に叶ったものとして賞賛し、あるいは他方当事者
はそれを「不正義」として罵倒するかもしれないが、裁判を通して得られた司法的正義は、そうし
た感情やイデオロギーを「一定の枠に閉じ込め、・・・・具体的な『理性』の場を確保しようとする
人類の叡智の所産」（アメリカのホームズ判事の言）なのである????。教育司法的正義は、それ故、最
善が修正の余地なきほどには完全でなく、万人の同意を得られるわけのものではないけれども、人々
の間で生じた教育紛争を一件落着させて秩序と平和をもたらす叡智にほかならない。「限定の中に
初めて巨匠は現われる」（In der Beschrankung zeigt sich erst der meister）とは、ゲーテの詩句の一
節である由????。教育裁判は一定の限定の中で、この教育法的叡智を発揮する過程である。
2 社会教育裁判における司法的正義
（1）政策形成型社会教育裁判における司法的正義
「正義」は、もとより無内容な定式にすぎないものではないが、一方、その具体的内容は永久不
変の絶対的なものではなく、時代や社会とともに移ろいうる相対的・条件付の配分原則である。こ
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の前提に立って、教育司法的正義に定義を与えれば、それは、「教育法の支配」に基づいて裁判所が、
憲法・教育基本法制の原理と関係各条項に依拠して得た裁定であり、そうすると、政策形成型社会
教育裁判における司法的正義は、社会教育に関する国民の権利・自由をめぐる民主主義・政治・政
策問題と深く関わらせながら、裁判所が国家と国民との間の権利・義務の所在・配分について行っ
た実定法上の裁定をいうこととなる。社会教育をめぐる政策形成型裁判は、学校教育におけるよう
な勤評・学テ・教科書検定の如き典型的ケースを欠いており、それに準ずる事案が幾つかある程度
であるが、そこで争点となったのは、直接的には刑法や地方自治法や当該自治体の施設条例などの
規定である一方、その背景には、社会教育における学習・集会・活動・表現等の自由といった根幹
的問題が控えていた。裁判所は否応なしに、こうした論点を含む政治的・政策的問題を意識しなが
ら司法判断を迫られたわけである。
社会教育をめぐる人権や民主主義の基本問題に直面して、裁判所がどのように司法的正義の実現
に臨んだかをみるに、市体育館の建設に際しての神式起工式の違憲性を争った事案、国民体育大会
の開会式での「日の丸」旗引き下ろし行為の無罪を争った事案（那覇地判平成 5年 3月 23日 判時
1459号 157頁、福岡高那覇支判平成 7年 10月 26日 判時 1555号 140頁）では、裁判所は結局、原
告側及び被告人側の主張を認めず、それぞれ自治体側・検察側を勝たせている。わが国の裁判所特
に最高裁判所は、違憲審査についてしばしば「臆病すぎる」との批判が加えられて????今に至ってい
るが、それは、政策形成型社会教育裁判においても受け継がれているように見受けられる。一方、
社会教育関係施設の利用に関しては、裁判所は原告＝利用者側の主張を容れ、施設における集会の
自由をできるだけ認めていこうとしている。これを要するに、国のあり方の根幹に関わる問題につ
いては司法の自制を強く働かせ、さほどでもない日常的な事項については柔軟に対応する、という
のがこの国の裁判所の基本的姿勢のようであるが、それはまた、社会教育をめぐるこの国の司法的
正義の内容でもあるのである。
裁判所は、それ自体が国家統治のための一機構であって、国家が立憲民主主義・権力分立主義・
法の支配といった統治原理を採用している限りにおいて、政治問題したがって教育政策・行政問題
への司法の関与に一定の限界があることは、むしろ当然である。裁判所は、教育政策に関係のある
事案でも、法に基づいて、そして法に基づいてのみ、司法判断をするのであり、司法的正義は法的
判断をくぐらせてのみ得られるのである。しかしそれは、裁判所もまた国家機構の 1つであるとい
う理由で立法・政策・行政の問題から逃げ腰になったり、立法・行政側の判断を無批判に追認した
り、要するに、国家の根幹に関わる問題について臆病であってよい、ということを意味するもので
は断じてない。裁判の限界は、あくまでも事案を法的に処理すべきであることに伴う内在的なもの
であり、その限界性は権力分立制を案出した人類の叡智ではあるが、裁判所が豊かな人権感覚に基
づいて創造的・建設的・積極的な裁定をすることを禁ずるものではない筈である。
政治的正義や運動的正義や世論などがそのまま法的正義であるとは限らないこと勿論であり、そ
うした「ナマの正義」が法廷で争われときは、これに法的な・翻訳・加工を施して司法的正義を見
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出していくのは、裁判所の義務である。裁判官の「良心」は、そうした局面で生かされるべきなの
である。裁判官は議員や行政官とはその拠って立つ基盤を異にするから、司法的正義の実現の名の
もとにいたずらに裁判官が積極的判断を表明することは必ずしも妥当でないけれども、政策形成型
教育裁判において裁判所が、政策や行政の側の公益判断・措置を余りにも重んじることは、却って
国民の裁判に対する期待や信頼を低めることにつながってしまうであろう。そしてこの観点からす
るとき、わが国の政策形成型社会教育裁判において裁判所が示している司法的正義は、根幹のとこ
ろで公権力側の判断を肯定的に受け止めているように思われる。
（2）管理是正型社会教育裁判における司法的正義
「法の支配」は、「人の支配」がもたらす恣意や不安定や不合理を避けて、統治の公正性・安定性・
合理性を確保するための原理であるが、必ずしも成文法規の「優位」や「万能」を意味するわけの
ものではもとよりない。そこでいう「法」は、成文法のほかに慣習法や判例法、さらには当該社会
において樹立されている自治的ルールといったものを含んでいるのであり、むしろ、限定された社
会にあっては、慣習（法）や自治的ルールこそが正義実現のための重要な規準枠組みである。管理
是正型社会教育裁判における司法的正義は、主にこうした慣習（法）や自治的ルールの発見と適用
に関わる。裁判で問題とされた特定の社会教育施設の管理や自治体の社会教育職員の職務に関する
事案を解決・処理することを通じて、あるいはそれを契機として、裁判所は、当該施設や当該職員
に対する管理・運営のあり方を視野に入れつつ、慣習や自治的ルールの存否・内容をもとに司法的
判断をするのである。
管理是正型社会教育裁判は、当該施設・行政当局等の自治的な管理・運営・職務権限の遂行に関
わる個別具体的な事件につき、その解決・処理にあたって、狭い範囲ではあるが他の同様の利用者・
対象者の一群が控えていることを、当事者が意識し、そうでないまでも、事案の内容が多かれ少な
かれ一定の広がりを含んでいるために、裁判所としてもそのことを念頭に置きつつ手続を進めてい
く過程であり、あるいは、裁判所の判断が他の施設や自治体の自治的な管理運営や権限行使に際し
ても参照されることとなるような類のものである。
管見するところ、管理是正型社会教育裁判にあっては、関係施設での事故事案については全般的
に原告（被害者）側の請求を認容する傾向にあり、これに対して、補助金の支出や中央官庁への報
告書類の提出といった行政権限の行使に関しては当局の判断を尊重する傾向が強いように思われ
る。短絡的な断定は避けなければならないが、裁判所は、社会教育関係施設の物的管理については
施設側のいっそうの安全配慮を促し、行政当局の権限行使については、国法の範囲内にある限り当
局側の自治的裁量にできるだけ委ねようとする方向で裁定しており、これが管理是正型社会教育裁
判におけるわが国の、司法的正義の内容となっているように思われる。そしてこれは、政策形成型
社会教育裁判におけると基本的に同じ方向にある。
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（3）個別解決型社会教育裁判における司法的正義
司法裁判所の第一義的な任務は、具体的に生じた個別の法的紛争につき、実定法に照らして当事
者の権利の回復や損害の救済、義務の確認や賦課といった形で解決・処理することであり、その意
味で、裁判は基本的には全て個別解決をめざしていると言ってよい。そしてこの、純粋に個別な事
案について裁判所は、相互に対等な原告・被告両当事者の自主的な攻撃・防御をもとに、法手続に
そって訴訟を進め、事実を合理的・正確に認定し、法に照らして当該紛争・事件における権利・義
務の有無や利害の調整・配分を適正に判断・裁定するのであり、その限りでは、政治や政策や行政
のあり方に不必要に煩わされないで済む筈である。もちろん、事件は何らかの社会的関係において
生じるのであり、事実を認定したり法を適用したりするにあたっては、裁判官は人々の正義・衡平
感情や世論に配慮するし、自らの裁定＝判決が社会に及ぼす影響をも考慮に入れなければならない
から、多かれ少なかれ、政治や政策や行政に目を配らなければならないであろうけれども、当面の
個別具体的事件そのものの解決・処理のみをめざす当事者に応えるという本来の任務に照らす限り、
裁判所は余分な政治的・政策的判断をあえて付加する必要などない。当該事案を適正に裁定すれば、
当事者はそれぞれ何がしかの不満を残しつつもこれに服するであろうし、さしあたってはそれで一
件落着なのである。因みに、教科書検定事件第二次訴訟の控訴審判決が、法律・命令等による判断
ですでに争訟は解決されたとして、それ以上に被控訴人（原告・家永）が求めた憲法判断はする必
要がないとしたのは（東京高判昭和 50年 12月 19日 判時 800号 19頁）、政策形成型教育訴訟を個
別解決型のそれとして処理しようとした好例と言える。
したがって司法的正義は、もとより「正義」である以上は普遍性・客観性を具える必要はあるが、
基本的には何よりも、両当事者間に生じた紛争のみに着目してこれを法的に解決・処理する限りで
の「限定的な正義」であり、通常はそれで十分なのである。個別解決型裁判は、このような一回的・
限定的な事案の解決・処理にもっぱらの焦点を置いたものであり、そこで判決が示すのも、それ故、
「限定的な正義」であるわけである。ただ、そのような個別解決型教育裁判において示された司法
的正義が、もっぱらその時・その場で生起した一回限りの具体的事件に関するものであっても、そ
れが特異なケースであったり、社会的な関心を集めたケースであったりして、マスコミで広く報道
され、学界でも注目されて検討が重ねられたりするなどにより、周囲に小さからぬ影響が及ぶこと
は十分ありうる。しかしそれは、おそらくは訴訟当事者や関係者らが本来意図したところではない、
いわば予期せぬ偶然の結果である。個別具体的な事件の判決が、その後の類似のケースの先例とな
ることがあるのは、政策形成型であると管理是正型であるとを問わず、およそ全ての裁判について
言えることである。
少年団キャンプにおける参加児童の負傷事案（福岡地小倉支判昭和 59年 2月 23日 判時 1120号
87頁）や地域婦人連合会役員の除名処分事案（京都地判昭和 62年 8月 11日 判時 1284号 127頁）
などが個別解決型社会教育裁判である。裁判所が各事案について、あるいは原告側の主張を容れ、
あるいはそれを斥け、それぞれの紛争における権利・義務・要求・責任等の有無・程度・配分に関
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して判断した裁定が、当該事案の個別的な司法的正義にほかならない。各事案の司法的正義判断が
当事者に妥当と受け止められたかどうかは、当事者が上訴したかどうかで一応窺い知ることができ、
それぞれの司法的正義判断それ自体が妥当であったかどうかは、上訴審判決が原審判決を維持した
かどうかによって一応推測することができる。しかし、各判決における正義判断が、言葉の上で真
に正義に叶ったものであるかどうかは結局、当該事案の内容、それにまつわる関係者の権利・義務
等の有無、それによって生じた損害の程度、その損害を誰にどのような割合で負担させたのか等々
を、「教育法の支配」の原理に基づいて子細に検討することによって個々に見極めるしかない。そし
てこれら個別的な、その意味でその場・その時の司法的正義の 1つ 1つの積み重ねが、塵も積もっ
て社会教育法制における正義の大きな山となっていくものであることもまた事実である。
3 総 括
「裁判所は、国民の権利を擁護し、防衛し、正義と衡平とを実現するところ」であるとは、初代
最高裁判所長官の言である????。もとより正義は、したがって教育的正義・社会教育的正義も、司法
を通してのみ実現されるわけではない。第三者が裁定する紛争解決・処理方式に限っても、裁判以
外に正義を実現するルートは、例えば調停やあっせんや自治体の人事（公平）委員会の裁決等、2・
3に留まらず存在する。紛争当事者間の直接の交渉や和解・妥協においても正義はもたらされよう。
裁判は、社会に種々用意されている正義実現のための機構ないし手段の 1つでしかないのである。
しかし、裁判を通じて実現される司法的正義は、法という明文の ―― たとえ人によってその解
釈が分かれるにせよ ――― 公準に依拠し、あるいはその背後にある法原理に基づき、公開の対
審を経て導き出されるものであり、何よりも、その結実たる判決が公にされて人々の点検と批判・
評価に付されるところから、それに耐えうる内容のものであることが求められ、制度上他の裁決方
式に比して格段の丁寧さと質の高さが担保されることとなっているのである。裁判官をはじめ高度
な資質を具えた法実務家たちの関与は、そのような担保の具体的側面にほかならない。司法的正義
はこのように、法というスクリーンを通してではあれ、むしろそれを通しているからこそ、限定的
ながら正義の集約・エキスとして却って普遍性・説得性に富んでいるとも言えるのである。
問題はそれ故、個々の社会教育裁判における司法的正義が、現実にも正義の名に値するものであ
るかどうか、さらには、より一般的に、裁判所が常に安定的に正義を実現しうるように作動してい
るかどうかである。政策形成型裁判や管理是正型裁判においては、行政機関や施設や職員の専門技
術的・実務的・裁量的な判断、あるいは公益を優先する判断が、さしたる厳格なテストを経ないま
ま裁判所で追認される場合も見受けられるけれども、裁判所が「正義の番人」として単なる「法の
言葉を述べる口」ないしは「自動販売機」などではなく、正義に向けての法創造機能をも具えてい
ること、そして教育に関する人々の権利・義務を公正かつ確実に裁定すべき機関であるということ
を、裁判所が自らの任務として明確に自覚し、その責務を確実に遂行する限り、教育裁判・判例は
教育的正義の実現・深化・蓄積に寄与するであろう。それは第一次的には裁判官の力量の如何にか
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かる。「法の文字にしたがう」ことを重視し、それこそが共和制国家の構造の本性に属するとして、
の法創造機能を強く警戒したモンテスキューでさえも、裁判官に対し、「条文を読む眼を必要とする」
と述べている????。その「眼」は、条文の辞書的意味に通暁するだけのことを意味するものではない
であろう。司法的正義の品質の高さは、直接的には、裁判の根拠となる実定法の条文の内容の如何
にもよるが、何よりも、それを理解し解釈し運用する裁判官の、そしてこれと協働する弁護士など
法実務家たちの資質にも負うのである。それはあたかも、社会教育において、その活動の質の如何
が、社会教育法制のみならず、そ fれに直接携わる職員たちの資質に負うのと同じである。されば、
社会教育裁判が真に司法的正義を実現しうるためには、教育法とりわけ社会教育法の研究の水準の
高さと、社会教育実践に携わる人々の豊かな経験の蓄積が不可欠である。
社会教育裁判が今後どのような推移をたどり、また今後どのような内容の事案が係属していくか
を、ここで直ちに予見することはできない。刑事裁判に裁判員制度を導入するなど、司法改革が進
む中で、人々がこれから裁判というものにどのような目を向け、どのような期待と信頼を寄せてい
くのか、不透明な部分もある。社会教育訴訟の量と質の行方をにわかに予測することは、むしろ控
えるべきであろう。しかし、社会教育裁判の推移からすれば、社会教育に関する訴訟はこれからも
毎年少なくとも恒常的に複数件が提起されていくと思われる。それらに対する裁判所の裁決（判決・
決定等）は、判決理由の中に「正義」の語を用いることはおそらくは多くないであろうけれども、
当該事案についての司法判断そのものが教育法的正義の内容にほかならず、それらが広く一般に公
にされて批判を受け、蓄積されて、この国の社会教育に関する司法的正義の内容をなしていくので
ある。それら社会教育司法的正義が、実質的かつ手続的に憲法・教育基本法・社会教育法制の枠組
において、またその法原理に即して、「真の正義」の実現となっているかどうかを点検するのは、社
会教育法制論の責務である。社会教育裁判・判例は、その意味で、公教育としての社会教育の制度
を良くしていくための、ごく間接的ではあるが貴重な研究素材と言わなければならない。そしてこ
の、貴重な検討素材である社会教育裁判・判例を的確に読解し評価するためにも、社会教育におけ
る人々の権利・自由・義務・責任や行政・施設・職員の権限・自治などを明確にし深化すべく、絶
えず議論を続けることもまた、社会教育法制論さらには社会教育学に課せられた責務である。
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